





The issues of timing Taxable persons for Japanese Consumption Tax









　　In 2011, Japanese Consumption tax law was reformed to allow tax exemption for 
small-sized businesses. In addition to the base period, a new ‘speciﬁc period’ was created. 
This paper discusses these reforms and provides an overview of the new system. It also 
considers similar exemption systems in other countries.























費税の議論が争点になり、さらに、野田佳彦総理大臣が平成 23年 11月 3日（日本時間）
にフランスで開かれていた G20で 2010年代半ばまでに段階的に消費税率を 10％まで引
き上げる旨の発言をし、11年度中に関連法案を国会に提出する考えも示したと報道で報
じられた（2）。わが国税収についてみてみると、平成 23年度の予算額では、所得税は約





































































　　個人事業者にその年の前年の 1月 1日から 6月 30日までの 6月間
　②　法人（1年決算法人を前提とする。）
　　1年決算法人を前提とした場合は、その事業年度の前事業年度がある法人は、当該前
























































































































　　 　前暦年の総売上高（非課税売上を含む。）が 1万 7,500ユーロ以下、かつ当暦年の
総売上見込高が 5万ユーロ以下の場合に事業者免税点制度が使える。
　③フランス







　　 　年間の課供給が 3万 CAD以下の小規模事業者の場合に事業者免税点制度が使え
る。
　⑦オーストラリア
　　 　当月以前 12ヶ月の GST売上高（税抜き。免税売上は除く。）及び当月以降 12ヶ
月の GST売上見込高がいずれも 7万 5,000AUD以下の場合に事業者免税点制度が使
える。
　⑧ニュージーランド
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